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６月１日（木）、中国運輸局自動車関係功労者の表
彰式がホテルグランヴィア広島において行われ、岡
山県からはトラック関係者１４名が受賞されました。
この表彰は、永年にわたり自動車関係業務に精励
され、業界の発展に寄与し功績が顕著な方々に贈
られるものです。心よりお慶び申し上げます。

氏　　名 役　職　名協　会　・　事　業　所　名

萩原　雅彦
役員
代表取締役

（一社）岡山県トラック協会 岡山支部
有限会社萩原運送

長田　和明
役員
取締役社長

（一社）岡山県トラック協会 岡山支部
ヒカリ産業株式会社

氏　　名 役　職　名事　業　所　名
市川　　修 代表取締役株式会社杉原運送

氏　　名 役　職　名事　業　所　名
清水　隆司 所長岡山県貨物運送株式会社 新見営業所
白神　浩樹 支店長岡山県貨物運送株式会社 井原支店

氏　　名 事　業　所　名
内田　晋介
加藤　　茂
吉岡　正明
大野　浩史
赤木　　猛
妹尾　保伸
西岡　達也
岡野　聡一郎
仲岡　正宏

岡山県貨物運送株式会社 岡山主管支店
福山通運株式会社 津山支店
藤森運輸株式会社 新見営業所
岡山県貨物運送株式会社 倉敷主管支店
福山通運株式会社 岡山東支店 
福山通運株式会社 倉敷支店
岡山県貨物運送株式会社 総社支店
福山通運株式会社 児島営業所
福山通運株式会社 岡山支店

■ 自動車関係事業功労（団体役員）

■ 自動車関係事業功労（事業役員）

■ 自動車関係事業功労（永年勤続・指導的役割）

■ 自動車関係事業功労（永年勤続・運転者）

トラック関係者１４名が
中国運輸局長表彰を受賞
トラック関係者１４名が
中国運輸局長表彰を受賞
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優良従業員表彰
1３４名が受賞
優良従業員表彰
1３４名が受賞

令和５年度優良従業員表彰につきまして、下記の１３４名の方々が受賞されました。
　受賞者の方々には、心よりお祝いを申し上げるとともに、今後、益々のご活躍を期待しております。

優良従業員表彰者名簿 （敬称略）

 アペニンコーポレーション㈱ 石川　泰史
 栄吉海運㈱ 小野　　訓　　　髙谷　元章
 ㈲ＭＳＭ 久磨　清根　　　須摩　修司
 ㈲ＭＪＣ 安部　浩志　　　川上　淳治　　　斉藤　　誠
 

岡山スイキュウ㈱
 赤松　洋実　　　一蝶　達也　　　今田　和也

  上田　　浩　　　片山　智章　　　布元　健次
  花房　　平　　　山根　　剛　　　芳岡　仁美
 岡山市場運輸㈱ 片山　幸児　　　下原　銀次　　　野崎　義男
 

㈱岡昌運輸
 浦上　　進　　　福本　幸司　　　三上　　亘

  美甘　優樹
 

㈱岡山シーアール物流

 秋山　卓也　　　犬飼　健二　　　宇多見　厚
  川上　顕慎　　　久米　孟太　　　杉岡　弘行
  妹尾　正夫　　　三宅　浩二　　　宮原　哲士
  虫明　大輔　　　森脇　寛史
 岡山後楽運輸㈱ 藤井　秀彦　　　脇谷　和史　　　渡邉　隆寛
 

後楽運輸㈱
 有馬　卓夫　　　桶口　弘次　　　佐藤　伸幸

  篠原　弘吉　　　立石　　誠　　　堀内　拓哉
 ㈱佐藤運送店 大島　克彦　　　各務　日出夫
 ㈲三雅急送 白金　功吏　　　藤川　英章
 

昭和工運㈱
 秋山　秀幸　　　近藤　夕起夫　　坂根　弘章

  西村　彰吾　　　西山　浩司　　　額田　豊作
 ㈲瀬戸内トランスポート 南谷　一浩
 ㈲タックトランスポート 鈴木　裕仁　　　野瀬　充弘
 ㈱安田商事運輸 難波　　誠
 

両備トランスポート㈱
 家元　通雄　　　上原　　透　　　黒田　利昭

  松尾　章彦
 支部合計 ６２名

支　部 会　社　名 氏　名

岡　山

 トクラ運輸㈱ 前田　倫男　　　矢内　　勉
 ㈱トムコ 佐久間　直樹
 藤森運輸㈱ 高岡　正行　　　平田　忠史
 

陸照運輸㈱

 荒武　靖博　　　大川　勝弘　　　岡　　昭男
  岡田　眞一郎　　佐和　英治　　　谷口　浩二
  難波　孝吉　　　増成　近衛　　　三宅　康仁
  虫明　剛士　　　柳井　辰哉　　　山田　泰隆
 リソー・ロジック㈱ 宗田　浩和　　　髙橋　　悟　　　髙橋　　茂
  山本　政直　　　若林　千秋
  支部合計 ２２名
 ㈲倉敷運送センター 小寺　倫巳
 

弘栄産業㈱

 安達　　靖　　　網本　直行　　　岩井　延寿
  岡部　和正　　　梶谷　和弘　　　鴨井　良多
  髙木　優至　　　林　　保好　　　松尾　敬子
  松島　淳一　　　山口　賢一
  清水運送㈱ 重廣　輝幸　　　谷本　純一　　　中山　詞代
  藤原　弘志　　　堀口　優真
  ㈱生興運送 高柿　裕一　　　原田　　憲　　　藤井　憲治
  柳矢　伸一
 ㈱仲岡運輸 景山　真作
 ㈲平田運輸 平田　直己　　　分島　豊一
 

藤井運送㈱

 大島　純一　　　杉田　昭二　　　早崎　康雄
  早瀬　典和　　　原田　賢　　　　政岩　達寛
  三浦　弘子　　　村上　寛和　　　森岡　　毅
  森近　　隼　　　守屋　孝一
 ㈱ヨコタエンタープライズ 柴田　剛志　　　多賀　裕一
 支部合計 ３７名
 ㈲真成運輸 池上　正康
 ㈱ユアック 竹内　繁也
 支部合計 ２名
 新光運輸㈱ 岡崎　友哉　　　山本　直美
 ㈱シンキ 藤東　良樹
 藤原運送㈱ 磯部　栄一　　　久保　　勉　　　多田　浩治
  林　　幸作
 槙本運送㈱ 赤木　裕次郎　　岩本　晴一　　　西　智子
  室井　　淳
 支部合計 １１名

 　　　総合計    　１３４名

支　部 会　社　名 氏　名

倉　敷

備　中

備　前

美　作
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１．巡回指導実施状況
（１）巡回件数

　令和４年度は、新型コロナウイルスによる第７波、第８波の流行があったものの、感染予防対策を徹底した上で、
通常どおり巡回指導を実施しました。巡回実績としては、８１９件の巡回指導を実施し、事業計画の７２０件に対する
進捗率は１１３.７％でした。
　巡回件数８１９件のうち、新規及び新設事業所の巡回指導は４６件で、労働基準監督署から運輸支局への通報に
基づく特別巡回指導は６件実施しました。

（２）評価結果
　特別巡回指導の６件を除く、８１３件の評価の内訳は表１及び図３のとおりでした。また、通常巡回と新規･新設巡
回における評価の割合は図５、図６のとおりでした。
　巡回実施の期間が延びるとＡ評価の事業所であっても、Ｂ評価又はＣ評価に下がる傾向が見受けられました。C
評価事業所及び１年に１回の巡回指導を実施しているＤ評価、Ｅ評価事業所については、前年度に比べて割合が減
少していることから、全体的に底上げが図られていると考えられます。
　評価の善し悪し、若しくはＧマークの有無に関わらず、巡回指導は原則として２年に１回実施し、特に、評価の悪
い事業所については、少なくとも１年に１回実施することが、コンプライアンスを意識した事業運営に繋がるもの
と考えられます。

（３）指導結果
　指摘件数の合計は１,９９８件で、指摘件数の割合が多い項目は次のとおりです。また、車両規模別の指摘件数割
合は図７のとおりです。
①特定の運転者に対して特別な指導を行っているか。
調査件数 ５７２件 ／ 指摘件数 １７０件 ／ 否の割合 ２９.７％
次の運転者には、一般の運転者に対する安全教育に加えて特別な教育を実施し、その教育記録を３年間保
存します。
ア 事故惹起運転者
死者又は重傷者を生じた交通事故を引き起こした運転者及び軽傷者を生じた交通事故を引き起こし、
かつ当該事故前の３年間に交通事故を引き起こしたことがある運転者に対して、再度乗務する前に実施
します。ただし、やむを得ない場合は、乗務再開後１ヶ月以内に実施します。

イ 初任運転者
運転者として新たに雇い入れた者に対して、乗務開始前に実施します。ただし、やむを得ない場合は、乗
務再開後１ヶ月以内に実施します。併せて、運転記録証明書を取得し、事故惹起者に該当するかを確認し
ます。

ウ 高齢運転者（６５歳以上の運転者）
高齢運転者には、適性診断（適齢診断）の結果を踏まえて、個々の運転者の加齢に伴う身体機能の変化
の程度に応じた安全な運転方法等について、運転者自ら考えるように指導します。適齢診断の結果が判
明した後１ヶ月以内に実施します。

②運行指示書の作成、指示、携行、保存は適正か。
調査件数 ２１８件 ／ 指摘件数 ５７件 ／ 否の割合 ２６.１％
　乗務前、乗務後の点呼がいずれも対面でできない乗務を行う場合は、電話等により乗務途中点呼（中間
点呼）を行うほか、運行指示書を２部（正・副）作成し、これに基づき運転者に対して適切な指示を行わなけれ
ばなりません。また、運転者が携行した運行指示書（正）と事務所に備え置いた運行指示書（副）は運行終了
後、正副１組にして運行終了日から１年間保存します。

③点呼の実施及びその記録、保存は適正か。
調査件数 ８１３件 ／ 指摘件数 １９８件 ／ 否の割合 ２４.４％
　運行管理者又は補助者は、乗務を開始又は終了する運転者に対して、運行上やむを得ない場合を除き、
必ず対面により点呼を行わなければなりません。「運行上やむを得ない場合」とは、遠隔地で乗務が開始又
は終了する場合であり、車庫と営業所が離れている場合及び早朝・深夜等で点呼執行者がいない場合等は
該当しません。
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　事業報告書は決算終了後１００日以内に、実績報告書は毎年の７月１０日までにそれぞれ運輸支局へ提出
しなければなりません。
⑤定期点検基準を作成し、これに基づき、適正に点検・整備を行い、点検整備記録簿等が保存されているか。
調査件数 ８１３件 ／ 指摘件数 １６６件 ／ 否の割合 ２０.４％
　自動車は、適正に保守管理がなされることを前提として製作されていることから、定期点検は車両の故
障を未然に防ぐために不可欠です。事業用自動車は、３ヶ月ごとに点検整備を実施し、その結果は、遅滞なく
点検整備記録簿に記載しなければなりません。点検整備記録簿は、車検時の１２ヶ月点検整備記録簿も含め
て実施日から１年間、事業用自動車及び営業所において保存します。
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１．巡回指導実施状況
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と考えられます。

（３）指導結果
　指摘件数の合計は１,９９８件で、指摘件数の割合が多い項目は次のとおりです。また、車両規模別の指摘件数割
合は図７のとおりです。
①特定の運転者に対して特別な指導を行っているか。
調査件数 ５７２件 ／ 指摘件数 １７０件 ／ 否の割合 ２９.７％
次の運転者には、一般の運転者に対する安全教育に加えて特別な教育を実施し、その教育記録を３年間保
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　運行管理者又は補助者は、乗務を開始又は終了する運転者に対して、運行上やむを得ない場合を除き、
必ず対面により点呼を行わなければなりません。「運行上やむを得ない場合」とは、遠隔地で乗務が開始又
は終了する場合であり、車庫と営業所が離れている場合及び早朝・深夜等で点呼執行者がいない場合等は
該当しません。
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　事業報告書は決算終了後１００日以内に、実績報告書は毎年の７月１０日までにそれぞれ運輸支局へ提出
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２．各種セミナーの開催状況
① プラン２０２５目標達成フルセミナー
開催日    令和４年８月２５日（木）
場  所    岡山県トラック総合研修会館 ４階 大研修室
参加者    ３３名

② 健康起因事故防止セミナー
開催日    令和４年１０月６日（木）
場  所    岡山県トラック総合研修会館 ４階 大研修室
参加者    ２６名

③ 標準的な運賃活用セミナー（応用編）
開催日    令和４年１２月５日（月）
場  所    岡山県トラック総合研修会館 ４階 大研修室
参加者    ４７名

④ 改正改善基準告示説明会
開催日    令和４年１２月
場  所    県内６カ所
参加者    ５４７名

３．貨物自動車運送事業安全性評価事業について
  申請件数は、１７０件で前年度に比べて２４件増加しましたが、今年度新規に申請した事業所数は３４件で前
年度に比べて２件のみの増加となりました。（表２）
  過去５年間の申請者数の推移は図８のとおりです。
  申請の結果、認定を取得した事業所は１６１事業所（９４.７％）でした。
  １２月末時点における岡山県内の安全性優良事業所数は５６６事業所となり、県下１,８１２事業所に対する取
得率は３１.２％となりました。

車両規模別指摘件数割合 (図７)
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一般社団法人 岡山県トラック協会

趣　　　旨　　　トラックは、国内貨物輸送量の９０％以上を担っています。 
我が国の経済活動や日々の国民生活になくてはならない重要なライフラインの
一つであり、その中でも「緑ナンバー」の営業用トラックは、中心的役割を担って
います。 
　全日本トラック協会及び都道府県トラック協会では、トラックが社会に果たして
いる役割や、「社会との共生」をめざした交通事故防止対策、環境対策への取り組
みについて国民の皆様にご理解いただき、あわせて業界のイメージアップを図る
ため、毎年１０月９日を「トラックの日」と定め、「トラックは生活（くらし）と経済のラ
イフライン」を統一標語とし各種の事業を展開しています。 
　『「トラックの日」小学生絵画コンクール』は、その事業の一環として毎年行って
いるものです。 
　日本の未来を担う小学生に、トラックについて少しでも興味を持ってもらいた
いという思いで始めた事業です。

主　　　催　　一般社団法人 岡山県トラック協会

後　　　援　　岡山県教育委員会

募 集 対 象　　岡山県下の小学生

テ　ー　マ　　「私たちの未来のトラック」

募 集 作 品　　絵画（四つ切画用紙を使用してください。）

応募締切日　　令和５年９月４日（月）必着 
※郵便・宅配便でも可。ご持参の場合は、平日８時３０分～１７時１５分に下記まで
お越しください。

応　募　先　　一般社団法人　岡山県トラック協会　総務課　清原　宛 
〒７００－８５６７　岡山市北区青江１－２２－３３ 
電話  ０８６－２３４－８２１１ 
メールアドレス：kiyohara@okayama-ta.or.jp

応 募 方 法　　別添１の氏名カードに必要事項を記入のうえ、作品裏面の左下に貼付してくださ
い。併せて、別添２の応募者名簿を添えてご提出ください。 
氏名カード及び応募者名簿（Exce l）は、岡山県トラック協会ホームページ
（http://www.okayama-ta.or.jp/）からダウンロードできますのでご活用く
ださい。 
なお、応募者数が多数（２０名以上）に渡る場合には、上記から応募者名簿の
Excelファイルをダウンロード並びにご入力いただき、上記担当者アドレスへ送
信いただきますようお願い申し上げます。

作 品 選 考　　岡山県教育委員会 教育長賞１点 
優秀賞２点 
佳作１０点

　　賞　　　　岡山県教育委員会　教育長賞 
　賞状、こども商品券（１万円）、作品のジグソーパズル 
　なお、同賞に選出された作品の「ラッピングトラック」を作成します。

優秀賞 
　賞状、図書カード（３，０００円）、作品のジグソーパズル

佳作 
　賞状、作品のジグソーパズル

参加賞 
　ＦＩＬＡ　ハンドタオル

作品の公表　　上記作品を含め、選考された優秀作品１００点の絵画については、 
当協会のホームページにて、公表する予定です。

表　彰　式　　令和５年１０月２１日（土）を予定。 
場所 ： 岡山市サウスヴィレッジ（岡山市南区片岡２４６８） 
※表彰式は教育長賞、優秀賞、佳作の受賞者のみとなります。

そ　の　他　　応募していただいた作品は、お返しできませんのでご了承ください。 
なお、応募者は、本応募に際して提供した当該作品の使用する権利を、一般社団
法人 岡山県トラック協会に譲渡するものとします。
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理事会を開催

５月２３日(火)午後１時３０分より、岡山県トラック総合研修会館において『第２７０回理事会』を
開催しましたので、その概要をお知らせします。

【議事概要】
遠藤会長が議長となり、下記事項について異議なく承認され、６月１６日開催の通常総会に
上程されることになりました。

〔審議事項〕
　(１) 一般社団法人岡山県トラック協会　第２７０回理事会

第１号議案　　会員の入退会について
第２号議案　　�令和４年度事業報告(案)並びに一般会計及び運輸事業振興助成補助金ほか

特別会計に係る収支計算書(案)等について
第３号議案　　令和４年度公益目的支出計画実施報告書(案)について
第４号議案　　役員選任(案)について
第５号議案　　令和５年度助成事業の一部改正(案)について
第６号議案　　通常総会の運営について

　(２) 物流問題政策研究会　評議員会      
第１号議案　　令和４年度事業報告(案)及び決算報告(案)について
第２号議案　　令和５年度収支予算補正(案)について

　(３) 岡山県トラック政治連盟　幹事会 
議　����案　　令和４年度事業報告(案)及び決算報告(案)について

�����
　(４) 陸運労災防止協会岡山県支部　理事会

議　����案　　令和４年度事業報告(案)及び決算報告(案)について
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交通安全教室を開催しました（青年協議会）

岡山県トラック協会青年協議会では、令和５年５月３１日（水）に岡山市立政田小学校において交通安全
教室を実施しました。
政田小学校の全校児童（１７２名）に対して、大型車の運転席からの死角や灯火類、左折時の内輪差等に

ついて実演を交えて説明をしました。
また、児童に運転席・助手席・荷台に乗ってもらい、死角や荷台の広さを体験してもらいました。

※個人情報保護の観点から、児童の写真は掲載しておりません。
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中国運輸局岡山運輸支局 自動車関係功労者の表彰
「推薦は８月４日まで」

 
中国運輸局岡山運輸支局では、下記の表彰規則第４条に該当される方の表彰申請（表彰は１１月）を受け付

けています。
８月４日（金）までに所属支部経由でご推薦下さい。
なお、提出書類等詳細については、当協会（担当総務課）又は各支部に問い合わせ下さい。
また、ご推薦いただいた候補者の情報（個人情報）については、標記表彰以外には使用いたしません。

記

中国運輸局岡山運輸支局自動車関係功労者表彰規則（抜粋）

第４条　表彰は次の各号の一に該当する者又は団体に対して行う。
（１）��職責遂行、事故防止の功労�

自動車関係事業に従事する者で、危険を顧みず職責を遂行し又は重大な事故を未然に防止し、その功績が顕
著な者又は団体

（２）��発明、考案、改良、研究の功労�
自動車関係事業に関する有益な発明、考案、改良又は研究を行い、事業の振興発展に著しい貢献をした者又
は団体

（３）��永年勤続の功労�
自動車関係事業の次のいずれかに該当する業務に現に従事する者であって、永年にわたり業務に精励しその
勤務成績が優秀であって他の模範となる年齢４５歳以上（エを除く）の者。ただし、原則として当該事業者団体
の長もしくはこれに準ずる者の推薦を受けた者に限る。
ア　事業用自動車の運転業務に２０年以上従事し、その間における責任事故がない者
イ　自動車整備士、検査主任者及びこれに準ずる者として自動車整備業務に２０年以上従事している者
ウ　自動車関係事業に２０年以上従事し、業務遂行上指導的役割を果たしている者
エ　関係団体の業務に１５年以上従事している年齢３５歳以上の者

（４）��自動車関係事業の功労
ア　�次のいずれかに該当する自動車関係事業の役員であって、その功績が顕著な年齢４５歳以上の者。ただ
し、原則として当該事業者団体の長もしくはこれに準ずる者の推薦を受けた者に限る。
（ア）関係団体の役員として８年以上在任している者
（イ）自動車関係事業の役員として１２年以上在職している者

イ　�その他自動車関係事業の発達改善に尽力し、その功績が顕著な者又は団体

第５条　�関係団体の長もしくはこれに準ずる者は、前条各号の表彰に該当する者があると認めたときは、次に掲げる書類を
添えて毎年９月１日までに支局長あて提出するものとする。ただし、第１号に該当する者については、随時とする。
（１）候補者名簿（※トラック協会で作成します。）� （様式第１号）
（２）履歴書・宣誓書� � � � （様式第２号）
（３）推薦書（第４条第３号に該当する者に限る。）� （様式第３号）
（４）功績調書（第４条第３号に該当する者を除く。）� （様式第４号）
（５）無事故無違反証明書
（６）その他参考となる資料

※提出書類は、（一社）岡山県トラック協会ホームページ「会員の皆様へ」より、「各種表彰」ページの「自動車関
係功労者（岡山運輸支局長表彰）」からダウンロードできます。
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梅雨期及び台風期における防災態勢の強化について
中央防災会議会長

例年、梅雨期及び台風期においては、各地で局地的大雨や集中豪雨が観測され、河川の急な増水・氾濫、内水
氾濫、がけ崩れ、土石流、地すべり、高潮、高波、竜巻等により、多数の人的被害及び住家被害が発生しています。
とりわけ近年は、毎年のように大規模な風水害が発生しており、昨年も、８月の大雨、台風第14号、台風第15号等
により全国各地で土砂災害や浸水被害が頻発化・激甚化しています。このような災害の被害を踏まえ、防災態勢
の強化に取り組んできたところですが、梅雨期及び台風期を迎えるに当たり、人命の保護を第一義とし、防災態
勢の一層の強化を図るよう下記の通り通達がありましたので、お知らせします。

記

１．�災害の発生を未然に防止するため、防災事務に従事する者の安全確保にも留意した上で、職員の参集や災害対策本部の設置
等適切な災害即応態勢の確保を図り、関係機関との緊密な連携の下に、特に以下の取組について万全を期すること。

　　①�防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策等の国土強靱化に向けた取組の推進� �
　国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するため、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基
づく、激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策、予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化
対策の加速及び国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進について各分野の取組の更なる
加速化・深化を図るための対策を始め、国土強靱化に向けた取組全般を推進すること。

　　②�危険箇所等の巡視・点検の徹底� �
　河川等の氾濫、がけ崩れ、土石流等の災害発生のおそれのある危険箇所の巡視・点検の徹底を図るとともに、地形、地
質、盛土等の土地改変の状況、土地利用状況、災害履歴及び最近の地震や降雨等の状況を勘案し、従来危険性を把握し
ていなかった区域も併せて再度安全性を点検する等、適切な措置を講ずること。災害復旧事業施行中の箇所について、
再度の災害発生及び復旧作業中の事故等を防止するため、気象情報等に留意しつつ警戒監視を行う等、適切な措置を講
ずること。

　　③�河川管理施設を始めとする施設管理等の強化� �
　施設管理者等は、災害発生に備え、管理施設等について、点検及び必要な箇所に対する補修等の措置を講
ずるとともに、施設の操作人員の配置計画、連絡体制、操作規則等の確認をする等、管理の強化を図ること。� �
　また、台風の接近等、災害発生のおそれのある場合には、事前に改めて施設の点検等を行うこと。

　　④�地下空間の浸水対策等の強化� �
　地下空間を管理する主体と連携し、地下空間の浸水に係る危険性について、利用者に対して事前の周知を図り、浸水
対策及び避難誘導等安全体制の強化に万全を期すること。洪水等が発生し、又は洪水等が発生するおそれがある場合に
は、迅速かつ的確な情報の伝達、利用者等の避難のための措置等を講ずること。

　　⑤�道路の冠水・法面崩壊・越波対策等の強化� �
　道路のアンダーパス部等、局地的な大雨により冠水し、車両が水没する等重大な事故が起きるおそれがある箇所につ
いては、道路利用者への注意喚起や情報提供を適切に行うとともに、事前に標識、情報板、排水ポンプ等の施設を点検す
る等の措置を講ずること。台風による越波、大雨による法面崩壊等の土砂災害のおそれのある箇所については、通行止
め等の措置を適切に行い、被害を防止すること。施設管理者や所轄の警察、消防は引き続き、相互に情報を共有するとと
もに、連絡体制の確保、通行止めの措置、救助等に遅れが生じないよう措置を講ずること。また、台風などによる電柱倒壊
で道路の閉塞が発生した際には、通行止め等の措置を適切に行うとともに、電線管理者より可及的速やかに報告がなさ
れるよう連絡体制を確保すること。

　　⑥�港湾の浸水・コンテナ等の飛散対策等の強化� �
　港湾において、台風等に伴う高潮、高波による浸水により港湾機能が低下するおそれのある箇所については、港湾利用
者への注意喚起や情報提供を適切に行うとともに、過去に被災した施設等脆弱箇所への土嚢等の設置等を行うなど直前
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予防策を講ずること。暴風によりコンテナの飛散等のおそれのある箇所については、コンテナの固縛等の対策を適切に
行い、被害を防止すること。施設管理者は引き続き、水際・防災対策連絡会議を設置している場合にあっては、関係者が取
るべき措置、関係者間の連絡体制等の確認等、連携体制の強化を図ること。その他の場合にあっては、関係機関の各主
体が必要な情報収集や情報発信を適切に実施できる体制を構築し、連携体制を確保すること。

　　⑦�災害発生のおそれのある箇所等の周知徹底� �
　住民等が災害から身を守るための避難行動に資するため、浸水想定区域（洪水、雨水出水、高潮、津波）や、津波災害警
戒区域、土砂災害警戒区域、土砂災害危険箇所を始めとする災害発生のおそれのある箇所等貴殿が所掌上保有する情
報について、市町村等への提供を行うこと。

　　⑧�災害時に市町村が発令する避難情報の周知徹底��
　平時から避難情報に関する周知等を十分に行うこと。特に、警戒レベル３の高齢者等避難は、災害リスクのある区域等
の高齢者等が危険な場所から避難するべき状況において発令される情報であること、警戒レベル４の避難指示は、災害
リスクのある区域等の住民等が危険な場所から避難するべき状況において発令される情報であること、警戒レベル５の
緊急安全確保は、災害が発生又は切迫し指定緊急避難場所等への立退き避難がかえって危険であると考えられる場合
に発令されることがある情報であり、警戒レベル５に至る前の警戒レベル４までに必ず避難すること等について住民等が
十分に理解できるよう周知徹底すること。

　　⑨�企業等に対する避難意識等の啓発� �
　企業等に対し、事業所等の所在地の災害リスクや、災害警戒時に取るべき行動、行動のタイミング等を確認すること。
また、防災情報に留意し、甚大な災害発生の危険や、海抜ゼロメートル地帯等における大規模な広域避難の可能性が高
まったときには、来客や従業員の安全確保を最優先して、店舗や事業所等の計画的な休業、テレワークの実施、時差出勤、
必要に応じて安全確保が必要な従業員の待機・受入れなど、実情に応じた適切な対応を講ずるよう協力を求めるととも
に、各機関においても、上記の取組を促進すること。あわせて、「事業継続ガイドライン‐あらゆる危機的事象を乗り越える
ための戦略と対応‐」（内閣府、令和５年３月）を参考にして、各企業等が事業継続計画の策定や改定を行うよう働きかける
こと。

　　⑩�水辺利用者に対する情報提供及び自助意識の啓発� �
　大雨後の河川増水時には、河川管理者等と連携し、河川等の水辺利用者に対して情報を提供し、安全な場所へ避難す
るよう注意を促す等、適切に対応すること。増水時や台風の際、農業用水路、排水路、岸壁等から落ちる危険性等もあるこ
とから、これらに近付かない等の注意を促すことも含めて、水難事故防止についての自助意識を啓発すること。

　　⑪�指定緊急避難場所及び指定避難所の周知支援等��
　想定される災害の種別ごとに定められる指定緊急避難場所が指定避難所と異なることについて十分に周知
を図った上で、市町村が指定した指定緊急避難場所及び指定避難所の周知を支援すること。指定緊急避難場
所の表示等を新設・変更する際は、当該避難場所が対応している災害種別が一目でわかるよう、日本産業規格
として定めた「災害種別一般図記号（JISZ8210）」及び「災害種別避難誘導標識システム（JISZ9098）」に基づ
く表示に努め、これらの設置に市町村へ協力を行うように努めること。� � � � � �
　また、激しい雨が継続する、あるいは落石等の災害の前兆現象が発生する等して、指定緊急避難場所まで
移動することが、かえって命に危険を及ぼしかねないと判断される場合は、近隣のより安全な場所や建物へ
移動し、それさえ危険な場合は屋内上階の、山からできるだけ離れた部屋等へ避難する等して直ちに身の
安全を確保すること、特に地震の被害を受けた地域においては、降雨による土砂災害が発生しやすい状況
にあるため十分に注意すること、『避難』とは『難』を『避』けることであり、ハザードマップや「避難行動判定フ
ロー」等を踏まえた上で、安全な場所にいる人は指定緊急避難場所に行く必要がないこと、安全な親戚・知
人宅も避難先となりうることについて、周知を支援すること。� � � � � � �
　なお、避難所における感染症対策として、「避難所におけるマスク着用等の考え方について」（内閣府・消防庁・厚生労働
省、令和５年３月）、「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う避難所における新型コロナウイル
ス感染症の感染対策等について」（内閣府・消防庁・厚生労働省、令和５年４月）等を踏まえた対応を促すこと。� �
　避難所の開設・運営に当たっては、「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイド
ライン～」（内閣府男女共同参画局、令和２年５月）の内容を踏まえ、女性と男性のニーズの違いを十分に配慮した避難所
の環境整備を促すこと。
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　　⑫�指定福祉避難所等の確保� �
　従前、災害時において、受入れを想定していない被災者の避難により、福祉避難所としての対応に支障が生ずるなどの
懸念から指定避難所としての福祉避難所（以下「指定福祉避難所」という。）の確保が進まないとの課題に対応するため、
災害対策基本法施行規則（昭和37年総理府令第52号）において、指定避難所の公示事項を明確化している。これにより、
市町村長は、指定福祉避難所ごとに、受入対象者を特定してあらかじめ指定の際に公示し、受入対象者とその家族のみが
避難する施設であることを明確化することが可能となることから、指定福祉避難所等の確保について、市町村に協力する
こと。

　　⑬�要配慮者利用施設等における避難体制の確保� �
　介護保険法（平成９年法律第123号）や水防法（昭和24年法律第193号）、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止
対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）等により、要配慮者利用施設は、避難確保計画等の自然災害に関する
計画（以下「災害計画」という。）を作成することとされている。要配慮者利用施設管理者等に対して、災害計画の作成や避
難訓練の実施の支援に努めるとともに、地方公共団体による計画の具体的な内容や避難訓練の実施状況の確認、施設へ
の情報伝達体制の確保について、必要な支援に努めること。また、学校における避難確保計画の作成、避難訓練及び避難
訓練を通じた防災教育を効果的に実施するための地方公共団体による取組について、積極的に支援すること。

　　⑭�個別避難計画の作成等� �
　災害対策基本法において、自ら避難することが困難な高齢者や障害者等の避難行動要支援者ごとの避難
支援等を実施するための計画である「個別避難計画」の作成が市町村の努力義務とされている。内閣府では、
個別避難計画の作成手順などを明示した具体的な取組指針である「避難行動要支援者の避難行動支援に関
する取組指針（内閣府、令和３年５月改定）」を示しており、この内容も参考にし、防災・福祉など関係部局が連
携するとともに、福祉専門職など関係者の参画を得て市町村においては作成に努めることとなるので求めが
あった場合には、必要な協力をすること。� � � � � � � � �
　作成に当たっては、特にハザードマップ上で危険な地域に居住する介護を要する者など、優先順位が高いと市町村が
考えた避難行動要支援者について、令和３年度からおおむね５年程度で作成に取り組んでいただきたいと考えており、所
要経費については、地方交付税措置が講じられている。また、市町村は災害の発生に備え、避難支援等関係者に対し、避
難行動要支援者名簿及び個別避難計画の情報を提供するものとされている。この場合、情報漏えいの防止のために必要
な措置を講ずるよう努めること。

　　⑮�災害対策本部における機能の維持� �
　災害対策本部を運営する職員に過度な負担がかかり機能不全に陥ることがないよう、平常時から非常時優先業務を絞
り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担する等、組織を挙げた体制をあらかじめ構築しておくこと。また、
非常時優先業務を継続的に行えるよう業務継続計画を確認し、必要に応じて修正する等の対策を講ずること。災害対策
本部が設置される庁舎においては、災害発生時に備え、非常用電源を設置し、浸水等への対策や十分な燃料の確保を行
うとともに、定期的な保守・点検等の実施や停電時に確実に作動するよう確認、訓練等の対策を講ずること。

　　⑯�避難指示等の発令・伝達、避難判断のための訓練等� �
　災害時に躊躇なく避難指示等を発令・伝達できるようにすること。そのために、災害対応ｅラーニング等を積極的に受
講し、知識や手順の確認を行うこと。また、住民自身が適切に避難行動を取ることができるようにするため、気象防災アド
バイザー等の専門家等の知見も活用し、職員と多数の住民の参加による洪水や土砂災害等の地域の実情に応じた災害
を想定した避難指示等の発令・伝達、避難判断のために地域内での声かけにより避難する取組や、安全を確認する訓練
を、災害発生のおそれが高まる出水期前に実施するよう努めること。加えて、各地域における自助・共助の取組の適切か
つ継続的な実施に向け、専門家の支援により防災の基本的な知見を兼ね備えた地域防災リーダーの育成に努めること。

　　⑰�ボランティアによる支援活動環境整備� �
　災害が発生した場合、ボランティアによる支援活動が円滑に行われるよう、発災時のみならず平常時から地方公共団
体、社会福祉協議会、ボランティア団体、災害中間支援組織（NPO・ボランティア団体等の活動を支援するため、人材、資
金、情報等の仲介やコーディネート等を担う組織）等との連携を促進し、必要な情報の提供を行うとともに、受援体制の整
備促進に努めること。特に発災後は、被災者支援活動の情報等の共有、活動の調整等を行う「情報共有会議」の開催や参
加を促すこと。また、ボランティアを受け入れるに当たっては、ボランティア保険への加入奨励、危険な作業の回避、熱中
症予防対策の実施等の安全確保対策を十分に講ずるよう普及啓発を促進すること。
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　　⑱�関係機関から市町村に対する助言等� �
　市町村が時機を失することなく避難情報を適切に発令できるよう、専門的な知見を有する関係機関が事前に十分な準
備を行い、必要に応じて、直接、市町村長に対して積極的に助言を行うこと。また、市町村等と共同で、防災行動を時系列
で整理したタイムラインを作成し、発災前から防災情報の発表・伝達等を的確かつ円滑に実施すること。

２．�災害発生時には早期避難のための避難態勢の構築等を図り、住民が適時的確な避難行動を判断できるよう、関係機関との緊
密な連携の下に、特に以下の取組について万全を期すこと。

　　①�防災気象情報及び河川情報の収集、早い段階からの危機意識の醸成並びに確実な情報伝達の徹底� �
　災害発生の危険度の高まりに応じて段階的に発表される注意報・警報・特別警報等（早期注意情報、警報に切り替え
る可能性が高い注意報を含む。）、危険度の高まりが５段階等で色分け表示された危険度分布（キキクル）や流域雨量
指数の予測値、土砂災害警戒情報、指定河川洪水予報（大雨ピーク後に水位が上昇する場合を含む）、竜巻注意情報、
台風情報等の防災気象情報及び河川の水位、カメラ画像等の河川情報の収集・伝達を徹底し、関係者間での危機意
識の醸成及び共有を図ること。� � � � � � � � � �
　また、避難指示等の発令に資する情報を、気象庁、施設管理者等が警戒レベル相当情報として市町村に提
供する等して、市町村の避難指示等の発令判断を支援することとしているので、これに留意し、住民の主体
的な避難行動を支援すること。� � � � � � � � � �
　ホームページ、SNS等のインターネット等により提供された情報については、必要に応じ適切に災害対応に活
用すること。� � � � � � � � � � � �
　情報の伝達に当たっては、マスメディアと連携を図り、職員のTV出演等による災害の切迫性の解説を含め、住民の避
難につながるわかりやすい情報提供に努めるとともに、インターネット、コミュニティFM、Ｌアラート、緊急速報メール等の
多様な伝達手段を組み合わせて活用し、早い段階からの確実な防災情報提供に努めること。

　　②�要配慮者への情報伝達等� �
　要配慮者の避難を考慮し、地方公共団体への防災情報の提供を早期に行うとともに、視聴覚障害者等の情報
が伝わりにくい要配慮者に対しても多様な伝達手段に加え、字幕・手話放送、多言語（やさしい日本語含む）での
情報発信等により避難指示等の情報が確実に伝達されるような措置を促す等適切な取組を推進すること。� �
　また、市町村における避難行動要支援者名簿等の活用を促進し、在宅の要配慮者の把握に努めるとともに、福祉関係
者等と連携しながら、自宅の災害リスク等についてハザードマップや避難行動判定フロー等を用いて本人と一緒に確認
してもらうとともに、新たな避難情報について紹介すること等を通じ、要配慮者自身の避難行動の理解や支援体制の構
築に向けた取組を支援すること。

　　③�個別避難計画等に基づく避難支援等の実施への支援� �
　災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、市町村は、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画に
基づく避難支援等の実施に努めることとなるので、市町村の求めがあった場合には必要な協力をすること。� �
　また、避難支援等実施者が避難支援等を実施できない場合において、避難支援等関係者その他の者が、市町村が行う
個別避難計画情報の提供を受けたときは、所要の調整を行った上で、必要な対応に努めること。

　　④�広域避難の実効性確保に向けた取組の推進� �
　市町村や都道府県の区域を越えた広域避難が必要となる地域においては、市町村、都道府県、国の機関、交通事
業者等の関係機関間で早めの情報共有や調整、意思決定がなされるよう、平時より関係機関間で顔の見える関係を
構築し、具体的な計画や協定等の締結を進めるなど、円滑な広域避難の実施に向けた取組を支援すること。� �
　また、災害対策基本法における広域避難に係る居住者等の受入れ及び運送等に関する規定を踏まえ、平
時より市町村や都道府県等と連携し、広域避難に係る居住者等の受入れ、運送等に係る検討及び協定等の締
結を進めるなど円滑な広域避難の実施に向けた取組を推進すること。� � � � � �
　広域避難が必要な地域においては、通常の避難とは異なるタイミング・避難先へと避難することも考えられるため、災
害時に居住者等が適時適切な避難行動が取れるよう、市町村や都道府県等と連携の上、平時から居住者等への周知啓発
による理解促進に努めること。

以上
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事業実績報告書・事業報告書の提出について

事業者は、貨物自動車運送事業報告規則第２条の規定により、毎年度「事業報告書」および「事業
実績報告書」を運輸支局に提出しなければなりません。

報告書 提出部数 提出期限

事業実績報告書 ３部作成（１部事業者控え） ７月１０日まで

事業報告書 ３部作成（１部事業者控え） 事業年度経過後１００日以内

報告書は、岡山県トラック協会ホームページからもダウンロードできます。
トップページ→会員の皆様へ→申請手続き→事業実績報告書

※提出期限が過ぎている事業者につきましては、速やかに報告書をご提出ください。
※郵送でのご提出の場合は、返信用封筒を付けてご発送ください。
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陸災防だより

閲 

覧 

室

令和５年度 陸上貨物運送事業
夏期労働災害防止強調運動実施要綱（抜粋）

１ 趣　旨

陸災防においては、「陸上貨物運送事業労働災害防止計画」（令和５年度～令和９年度）に基づき、
　①�死亡災害件数については、本計画期間中に前計画期間中の死亡災害件数から５％以上の減少をめざす。（令和５年

は、87人以下。）
　②�荷役労働災害の大幅な減少を目指す。特に、墜落・転落災害について、本計画期間中に前計画期間（2018年度から

2022年度）中の死傷災害件数から５％以上の減少をめざす。（令和５年は、4,243人以下。）
　③�安全衛生推進者の選任を徹底し、安全衛生推進者のレベルアップのための能力向上教育を充実する。
とした目標を設定している。本年は当計画の初年度に当たり、一層積極的な安全衛生活動を展開しているところである。
令和５年の労働災害発生状況（１～４月速報値）は、死亡者数が35人（前年同期比＋11人、＋45.8%）と増加しており、一
層の取組の強化が必要である。
死傷者数は4,109人（前年同期－268人、－6.1%）と減少しているものの、墜落・転落、転倒による災害が依然として多発
しているほか、動作の反動・無理な動作による災害も増加傾向にあり、これらの災害については、より一層強力に取り組
む必要がある。さらに、陸運業においては長時間労働による過労死等が問題となっており、改正された改善基準告示の
周知などこれを予防するための取組を一層推進する必要がある。こうした陸運業における労働災害の現状と課題を踏ま
え、その防止対策を推進するに当たっては、各企業・事業場においては、労働安全衛生関係法令を遵守することはもとよ
り、安全衛生推進者の選任など職場の安全衛生管理体制を確立して適切に機能させるとともに、経営者と従業員が一致
協力して自主的な安全衛生活動を継続的・効果的に行っていくことが何より重要である。
こうした認識の下、本年７月１日（土）から７月31日（月）までの１か月間を、令和５年度夏期労働災害防止強調運動期間と
して、労働災害防止の重要性について認識をさらに深め、労働災害防止のために以下の取組を行うこととする。

２ 実施期間  　　令和５年７月1日（土）から7月31日（月）まで

３ スローガン  　�「荷台に潜む危険の芽�命を守る昇降設備とヘルメット」（令和５年度安全衛生標語�荷役部門最優秀作品）

４ 主唱者  　　　陸上貨物運送事業労働災害防止協会本部及び各都道府県支部

５ 後　援  　　　厚生労働省

６ 実施者  　　　会員事業場

７ 取組の重点(省略)

８ 主唱者の実施事項(省略)

９ 会員事業場の実施事項

• �経営トップは、労働災害防止のためにその所信を明らかにするとともに、自らが職場の安全パトロール等を行い、労働
災害防止について従業員への呼びかけを行う。

• �安全管理者、安全衛生推進者等は、本運動期間中「職場の安全衛生自主点検表」（別添参照）により職場の安全衛生点
検を行う。

• �安全旗の掲揚、安全ポスター・のぼり等の掲示を行う。
• �改正された「荷役ガイドライン」に基づき、荷主等の協力を得て積卸し作業の内容の確認・把握を行い、荷役作業に伴う

安全上の確認事項をあらかじめ運転手に提供できるように、荷主等との｢運送契約時に必要な連絡調整に係る事項｣
の文書による取決めや「安全作業連絡書」の活用を図る。

• �定期健康診断の完全実施と事後措置の徹底を図る。

４１・４２ページの「職場の安全自主点検表」を用いて、各事業場で点検をしてください。



24 OKAYAMA Truck Transport Information

自動車事故対策機構岡山支所だより

閲 

覧 

室



25OKAYAMA Truck Transport Information

自動車事故対策機構岡山支所だより

閲 

覧 

室



26 OKAYAMA Truck Transport Information

自動車事故対策機構岡山支所だより

閲 

覧 

室



27OKAYAMA Truck Transport Information

自動車事故対策機構岡山支所だより

閲 

覧 

室



28 OKAYAMA Truck Transport Information

自動車事故対策機構岡山支所だより

閲 

覧 

室



29OKAYAMA Truck Transport Information

自動車事故対策機構岡山支所だより

閲 

覧 

室



30 OKAYAMA Truck Transport Information

自動車事故対策機構岡山支所だより

閲 

覧 

室



31OKAYAMA Truck Transport Information

自動車事故対策機構岡山支所だより

閲 

覧 

室



32 OKAYAMA Truck Transport Information

自動車事故対策機構岡山支所だより

閲 

覧 

室



33OKAYAMA Truck Transport Information

お知らせ

閲 

覧 

室



34 OKAYAMA Truck Transport Information

お知らせ

閲 

覧 

室



35OKAYAMA Truck Transport Information

お知らせ

閲 

覧 

室

会員名簿（令和５年度）変更のお知らせ
※変更箇所のみ記載� � � � � � � � � 　　　　�（令和５年７月）
NO. 事業者名 変更内容 変更後

当月の変更はありません

新規に入会された方のご紹介
NO. 事業者名 役職・代表者 所在地 TEL・FAX 地区

53 アリアンサ㈱ 代 表 取 締 役
志 賀　 ト ニ

〒701-0163�
岡山市北区中撫川 411-1

TEL�086-230-7610
FAX�086-230-7611 岡山

ご訃報
月日 会員のお名前 ご訃報

令和 5 年 5 月 25 日 ㈱丸勝荷役運輸　　代表取締役　　石川�勝弘 ご尊父様御逝去

令和 5 年 6 月 11 日 ㈲小林産業輸送　　代表取締役　　小林�幸雄 ご本人様御逝去

退会について

岡山県トラック協会から退会される場合の会費請求は、退会月分までとさせていただきます。日割り請求等ございませんので、予めご了承く
ださい。
また、退会届に記入する退会予定日より後の日付で退会届が岡山県トラック協会（本部、又は支部）に到着いたしますと到着日が退会日となり
ますのでご注意ください。

　　　　　　　（例） 退会予定日 退会届の到着日 退会日 請求する月
令和５年７月１日 令和５年７月１日 令和５年７月１日 令和５年７月分まで
令和５年７月３１日 令和５年７月２０日 令和５年７月３１日 令和５年７月分まで
令和５年７月３１日 令和５年７月３１日 令和５年７月３１日 令和５年７月分まで
令和５年７月３１日 令和５年８月１日 令和５年８月１日 令和５年８月分まで

退会届の到着が遅れたり、翌月になりそうな場合はお手数ですが、岡山県トラック協会本部（０８６-２３４-８２１１）までご連絡をお願いいたします。
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消費税抜きの価格となります

２０２３年５月２５日 現在
（公社）全日本トラック協会

軽油価格動向推移表（全国平均・中国地区）
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120.80120.80 119.52 119.52 119.96119.96 125.44125.44 121.22121.22 119.65119.65 120.01120.01 119.88119.88 120.15120.15 120.69120.69 120.42 120.42 119.52119.52

117.43
122.40

118.79 120.83 123.39 120.74
117.80 119.00 117.93 118.81 121.09 121.21 

110.19110.19 110.52 110.52 109.27109.27 114.86114.86 110.47110.47 109.12109.12 110.59 110.59 110.07110.07 109.38109.38 110.09110.09 110.15 110.15 

109.41 109.68 107.48
114.51

108.38 108.02 109.90 109.51 108.20 108.92 109.34 

109.01109.01

108.22

119.23119.23 119.17 119.17 119.28119.28 124.19124.19 120.67120.67 118.93118.93 120.09 120.09 119.29119.29 119.93119.93 119.48119.48 119.64 119.64 118.40118.40

119.45 121.15 121.08 122.95 123.16 121.45 119.99 
122.73 122.15

119.40 121.62 122.63
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一般社団法人 岡山県トラック協会及び支部 ご案内

本     会

岡山支部

倉敷支部

備中支部

美作支部

備前支部

自動車運転練習場

〒７００-８５６７

〒７００-０９４１

〒７１０-０８４７

〒７１４-１２２４

〒７０８-０８４２

〒７０５-００２３

〒７０９-０６２６

岡山市北区青江１-２２-３３
　　 ０８６-２３４-８２１１( 代 )  　　 ０８６-２３４-５６００

岡山市北区青江１-２２-３３
　　 ０８６-２３４-３２１１　　　　　 ０８６-２３４-５６００

倉敷市東富井８５０-１
　　 ０８６-４２５-０１０８　　　　　 ０８６-４２５-０１３８

小田郡矢掛町本堀１２９６-１
　　 ０８６６-８３-１３６５　　　　　 ０８６６-８３-１３６６

津山市河辺７２２-５
　　 ０８６８-２６-４４３６　　　　　 ０８６８-２６-４４５０

備前市伊里中５１６-１
　　 ０８６９-６７-２８８２　　　　　 ０８６９-６７-２８８３

岡山市東区中尾３５５-１
　　 ０８６-２７９-８０２２　　　　　 ０８６-２７９-８０２２

TEL FAX

TEL FAX

TEL FAX

TEL FAX

TEL FAX

TEL FAX

TEL FAX

岡山県トラック総合研修会館 入居団体 ご案内

陸上貨物運送事業労働災害防止協会

岡山県支部

岡山県運送事業協同組合連合会

岡山県高速運輸事業協同組合

自動車事故対策機構

岡山支所

〒 ７００-０９４１  岡山市北区青江１-２２-３３  １階

　　 ０８６-２３４-１３３２　　　 ０８６-２３４-５６００

〒 ７００-０９４１  岡山市北区青江１-２２-３３  ２階

　　 ０８６-２３４-８１００　　　 ０８６-２３４-８３８３

〒 ７００-０９４１  岡山市北区青江１-２２-３３  ３階

　　 ０８６-２３２-７０５３　　　 ０８６-２３１-６７４２

TEL FAX

TEL FAX

TEL FAX



回　覧編集発行　令和５年7月１日
一般社団法人 岡山県トラック協会
〒700-8567　岡山市北区青江1-22-33
TEL.086（234）8211　FAX.086（234）5600
URL：http://www.okayama-ta.or.jp

携帯サイト
http://www.okayama-ta.or.jp/
携帯電話からの接続には、所定の通信料がかかります。
また、QRコード®は読み取り条件などによって読み取れない
場合があります。
※QRコード®は、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

同封資料
 ●　会員名簿
 ●　トラック運送業の業務改善講座(中小企業大学校）
 ●　安全環境製品展示会のお知らせ
 ●　バス車内事故防止についてのお願い（岡山県バス協会）

ホームページをご活用ください
http://www.okayama-ta.or.jp

会員事業者に対して可能な限り早く、きめ細かい情報を伝えることを基本として
ホームページでの情報提供をメインで行っております。また、詳細で情報量の多いも
のについても、国や関係団体等のサイトを活用しながら提供させていただきます。

岡山県トラック協会

定期的な閲覧と積極的なご活用をお願いいたします。

各種申請様式・イベント情報はこちら

過去の内容は「一覧」をクリック

行政・協会だよりはこちらに掲載

検 索


